
第Ⅲ編 第２章 水資源の利用状況

－７５－

家庭用水

都市活動用水

生活用水

都市用水

工業用水

農業用水 水田かんがい用水，畑地かんがい用水，畜産用水　等

飲料水，調理，洗濯，風呂，掃除，水洗トイレ，
散水　等

ボイラー用水，原料用水，製品処理用水，洗浄用水，冷却用水，
温調用水　等

営業用水（飲食店，デパート，ホテルプール
等），事業所用水（事務所等），公共用水（噴
水，公衆トイレ等），消火用水　等

図２－１－１ 水使用形態の区分

第２章 水資源の利用状況

１ 水使用の現況

水資源の利用状況については，水使用形態の区分（図２－１－１）により示している。

ここで，水道から工場に供給している水量は，生活用水ではなく工業用水に計上している。

また，工業用水は，従業者４人以上の事業所を対象とした淡水補給量で，国土交通省水資源部

で推計した値である。ただし，公益事業（電気事業，ガス事業及び熱供給事業）において使用

された水量は含まない。農業用水の使用量は，実際の使用量の計測が難しいため，耕地の整備

状況，かんがい面積，単位用水量（減水深），家畜飼養頭羽数などから，国土交通省水資源部

で推計した値である。なお，養魚用水や消・流雪用水等は含んでいない。

平成１７年における全国の水使用量（取水量ベース。以下同じ。）は，合計で約８３４億㎥／年で

あり，用途別にみると，生活用水と工業用水の合計である都市用水が約２８５億㎥／年，農業用

水が約５４９億㎥／年である（図２－１－２）。

平成１６年に比べて平成１７年の水使用量が減少したのは，水田かんがい用水使用量が減少した

ことによる。

工業用水（ただし，従業者３０人以上の事業所を対象。）の淡水使用量と生活用水（ただし，

上水道事業と用水供給事業の取水量を対象。）とで示す都市用水使用量については，昭和４０年

以降増加してきたが，近年は社会・経済状況等を反映してほぼ横ばい傾向にある（図２－１－

３）。
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（注）１．国土交通省水資源部の推計による取水量ベースの値であり，使用後再び河川等へ還元される水量も含む。
　　　２．工業用水は従業員４人以上の事業所を対象とし，淡水補給量である。ただし，公益事業において使用された水は含まない。
　　　３．農業用水については，1981～1982年値は1980年の推計値を，1984～1988年値は1983年の推計値を，1990～1993年値は1989年の推計値を用いている。
　　　４．四捨五入の関係で合計が合わないことがある。
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図２－１－２ 全国の水使用量

（注）１．厚生労働省「水道統計」及び経済産業省「工業統計表」による。
　　　２．工業用水は従業者30人以上の事業所についての淡水量
　　　３．水道用水は上水道事業と水道用水供給事業についての取水量であり，簡易水道及び専用水道についての取水量は含まない。
　　　４．水道用水のうち事業所での使用量は工業用水に含めている。
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図２－１－３ 都市用水使用量の推移
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（注）１．1975年以降は国土交通省水資源部調べ
　　　２．1965年及び1970年の値については，厚生労働省「水道統計」による。
　　　３．有効水量ベースである。
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図２－２－１ 生活用水使用量の推移

２ 生活用水

平成１７年度における生活用水使用量は，取水量ベースで約１５９億㎥／年（前年比２．１％減），

有効水量ベースで約１３９億㎥／年（前年比２．０％減）となっている。生活用水使用量は，近年ほ

ぼ横ばい傾向にある（図２－１－２，図２－２－１）。

生活用水は，水道により供給される水の大部分を占めているが，水道は昭和３０年代から昭和

４０年代にかけて急速に普及し，昭和５３年には水道普及率が９０％を超えた。なお，平成１７年度末

の水道普及率は９７．２％，給水人口は１億２，４１２万人である（図２－２－２）。

生活用水は，家庭用水と都市活動用水に大別される（図２－１－１）。家庭用水は，一般家

庭の飲料水，調理，洗濯，風呂，掃除，水洗トイレ，散水などに用いる水である（参考２－

２－１）。また，都市活動用水は，飲食店，デパート，ホテル等の営業用水，事業所用水，公

園の噴水や公衆トイレなどに用いる公共用水などが含まれる。

生活用水使用量を給水人口で除した一人一日平均使用量（都市活動用水を含む）は，平成１７

年において有効水量ベースで３０７ℓ／人・日（前年比２．２％減）で，近年ほぼ横ばい傾向にある

（図２－２－１）。

上水道事業の月別一日平均給水量をみると，気温の高い夏期に増加し，気温の低い冬期に減

少する傾向があるが，近年，夏期と冬期の差は小さくなっている（図２－２－３）。また，給

水人口規模別の上水道の一人一日平均給水量（有効水量ベース）は，かつては給水人口規模に

よる差が大きかったが，近年はその差が小さくなってきている（図２－２－４）。
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（注） 厚生労働省「水道統計」による。
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（注）１．厚生労働省「水道統計」による。
　　　２．有効水量ベースである。
　　　３．このデータには生活用水の他，上水道から工場へ供給される水量が含まれている。
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図２－２－３ 上水道事業の月別一日平均給水量
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（注）１．厚生労働省「水道統計」による。
　　　２．有効水量ベースである。
　　　３．このデータには生活用水の他，上水道から工場へ供給される水量が含まれている。
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３ 工業用水

平成１７年における工業用水使用量は（従業者４人以上の事業所について），約５３５億㎥／年で

ある。ただし，公益事業（電気事業，ガス事業及び熱供給事業）において使用された水量を含

まない。

工業用水においては一度使用した水を再利用する回収利用が進んでいるので，河川水や地下

水等から新たに取水する淡水補給量は約１２６億㎥／年である（図２－１－２）。ここでいう工業

用水には，上水道から工業用として供給された水量を含んでおり，従業者数３０人以上の事業者

におけるこの水量は，上水道の全給水量の約５％である。

従業者３０人以上の事業所についてみると，工業用水の淡水使用量は，昭和５０年代前半までは

高度経済成長に伴い着実に増加したが，昭和５０年代後半からは微増又は横ばい傾向で推移して

いる。平成１７年は前年比約３．３％減の約５１６億㎥／年となった（図２－３－１）。回収率は，昭

和４０年代に大幅に向上したが，昭和５０年代中頃以後は微増を続けている。回収率は，水の有効

利用と排水規制に対応する必要から向上してきた。平成１７年は前年に比べ７８．７％と０．５ポイン

トの低下となり，昭和５７年以来２３年ぶりに縮小となった。（図２－３－１）。

その結果，淡水補給量は昭和４０年代後半までは増加し続けたものの，昭和４９年以降は漸減傾

向で推移し，平成１７年は前年比約０．９％減の約１１０億㎥／年となった（図２－３－１）。
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（注）１．経済産業省「工業統計表」による従業者30人以上の事業所についての数値である。
　　　２．公益事業において使用された水量等は含まない。
　　　３．工業統計表では，日量で公表されているため，日量に365を乗じたものを年量とした。
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図２－３－１ 工業用水使用量等の推移

以下に，業種別淡水使用量，業種別回収率及び業種別淡水補給量について述べる。

ア 業種別淡水使用量（図２－３－２）

淡水使用量の業種別のシェアをみると，化学工業，鉄鋼業及びパルプ・紙・紙加工品製造業

の３業種（以下，「用水多消費３業種」という。）で全体の約７１％を占めているため，用水多消

費３業種の淡水使用量の動向は工業用水全体の淡水使用量に大きく影響する。

用水多消費３業種の淡水使用量の推移をみると，化学工業は，昭和５０年代後半から横ばい傾

向で推移し，昭和６２年以降は再び増加傾向にあった。近年は横ばい傾向にあるが，平成１７年

は，前年比約５．０％減であった。鉄鋼業は昭和５０年以降微増又は横ばい傾向にある。パルプ・

紙・紙加工品製造業は昭和５０年以降ほぼ横ばいで推移している。

イ 業種別回収率（図２－３－３）

用水多消費３業種の回収率の推移をみると，化学工業及び鉄鋼業は８０～９０％程度の高い値を

維持しているのに対し，パルプ・紙・紙加工品製造業は近年４５％程度で推移している。

平成１７年の業種別回収率をみると，用水多消費３業種とも前年に比べて大きな変化が見られ

ない。

ウ 業種別淡水補給量（図２－３－４）

用水多消費３業種は，淡水補給量でみても全体の約６３％を占めているため，用水多消費３業

種の淡水補給量の動向は工業用水全体の淡水補給量に大きく影響する。昭和６０年以降の動向を

みると，鉄鋼業は横ばい傾向，化学工業及びパルプ・紙・紙加工品製造業は減少傾向で推移し

てきたが，近年，３業種ともに横ばい傾向である。

平成１７年の業種別淡水補給量は，前年と比べて同程度であった。

このほか，公益事業（電力，ガス，熱供給事業）の淡水補給量は平成１５年の値で約７億㎥／

年となっている（参考２－３－２）。
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（注）１．経済産業省「工業統計表」による。
　　　２．従業者30人以上の事業所についての数値である。
　　　３．1985年以降の食料品製造業には，同年に改訂された「飲料・飼料・たばこ製造業」を含む。
　　　４．「プラスチック製品製造業」は昭和60年に「その他の製造業」から別掲された。
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図２－３－２ 業種別淡水使用量の推移

（注）１．経済産業省「工業統計表」による。
　　　２．従業者30人以上の事業所についての数値である。
　　　３．1985年以降の食料品製造業には，同年に改訂された「飲料・飼料・たばこ製造業」を含む。
　　　４．「プラスチック製品製造業」は1985年に「その他の製造業」から別掲された。
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（注）１．経済産業省「工業統計表」による。
　　　２．従業者30人以上の事業所についての数値である。
　　　３．1985年以降の食料品製造業には，同年に改訂された「飲料・飼料・たばこ製造業」を含む。
　　　４．「プラスチック製品製造業」は1985年に「その他の製造業」から別掲された。

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
（年）

0

10

20

30

40
（億㎥/年）

淡
水
補
給
量

食料品製造業

繊維工業

パルプ・紙・紙
加工品製造業

化学工業

石油製品・石炭
製品製造業

プラスチック製
品製造業

窯業・土石製品
製造業

鉄鋼業

電気機械器具製
造業

輸送用機械器具
製造業

図２－３－４ 業種別淡水補給量の推移

４ 農業用水

平成１７年の農業用水使用量は取水量ベースで約５４９億㎥／年である（図２－４－１，参考２－

４－１）。農業用水は，①水稲の生育等に必要な水田かんがい用水，②野菜・果樹等の生育等

に必要な畑地かんがい用水，③牛，豚，鶏等の家畜飼育等に必要な畜産用水に大別される。

農業用水の主要部分を占める水田かんがい用水は，水稲の作付面積が減少しているという減

少要因がある一方で，水田利用の高度化や生産性向上のための水田の汎用化（参考２－４－２）

に伴う単位面積当たり用水量の増加，用排水の分離による水の反復利用率の低下に伴う用水量

の増加などの増加要因及び農村の都市化等に伴い，支線水路やほ場へ必要な水量を送り込むた

めの水位を確保する水路維持用水も必要となるが，取水量としては，近年減少傾向にある（図

２－４－２，参考２－４－３）。

畑地かんがい用水は，畑地かんがいの整備済面積が増加していること等から今後とも増加す

るものと推測される。畜産用水は，飼養家畜頭羽数が近年ほぼ横ばい傾向にあるため，今後の

水需要も大きく変化しないものと考えられる。

なお，農業水利施設を流れる水は，農村環境の保全，農産物・農機具の洗浄，防火等の用

水，生態系保全用水，親水の場等として，また，水田等に配水された後の水は，水生生物の生

息環境確保や地下水涵養源として，多面的な役割を果たしている。また，農業水利施設の整備

にあたり，生態系・環境への配慮から，水とのふれあい施設や草木等による憩いの空間を設け

ることなどにより，多面的機能を発揮するための取り組みがなされている。
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（注）１．ここでいう使用量とは実績使用量ではなく，国土交通省水資源部の推定量である。
　　　２．1980年，1983年，1989年，1994年以降の数値は耕地の整備状況，作付状況等を基準として1975年については
　　　　　農林水産省が，その他については国土交通省水資源部が推定した。
　　　３．1981～1982年値は1980年の値を，1984～1988年値は1983年の値を，1990～1993年については1989年の値を用いた。
　　　　　また，1995年より推計方法の変更を行った。
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図２－４－１ 農業用水使用量の推移

（注）１．農林水産省「耕地及び作付面積統計」による。
　　　２．農林水産省「耕地及び作付面積統計」における田の面積を水田面積とした。
　　　３．水田整備済面積及び畑地かんがい施設整備済面積は，農林水産省「土地利用基盤整備基本調査」等からの推計。
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図２－４－２ 耕地面積の推移
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５ その他用水

（１）消・流雪用水

冬期間に著しい降積雪のある地域では，消・流雪用水が利用されている。

散水型の消雪施設である消雪パイプは，本州の日本海側を中心に敷設されており，使用水量

は平成１８年度で約１４６百万㎥／年と推計される（参考２－５－１）。平成１７年度に比べ，平成１８

年度の使用水量は前年比約２４％であり，全国的に降雪がかなり少なかったためと推測される。

消雪には水温の高い水が適しているため，約８１％を地下水に依存している。降雪期という限定

された期間に多量の地下水を採取することから，地下水位の低下に伴う地盤沈下等の障害を引

き起こしている地域もある。

流雪溝は，道路の路側等に設置された水路に，機械又は人力で雪を投入して水の掃流力で雪

を流すもので，使用水量は平成１８年度で約５１１百万㎥／年と推計される（参考２－５－２）。そ

のうち約９０％が河川水である。流雪溝は，多量の水を使用するために水源の確保が必要となる

場合があり，ダム等の水資源開発施設や，都市内の中小河川等からの導水，地下水のほか，下

水処理水の利用によって必要な水量を確保している。また，農業水利施設において，水路維持

用水を流雪用水として副次的に利用している例もある。

（２）養魚用水

養魚用水は，ます，あゆ，うなぎ，錦鯉，金魚等の養殖などに使われる用水であり，使用水

量は平成１８年度で約５，１３６百万㎥／年と推計される（参考２－５－３）。養魚用水は，使用水量

は多いが大部分は利用後河川へ還元される。水源別にみると，全体の約５６％が河川水となって

いる。

（３）発電用水

水力発電は，水の位置エネルギーを利用した発電方法であり，エネルギー自給率の向上に資

する。また，発電過程において二酸化炭素を排出しないことから，地球温暖化対策に資する発

電方法でもある（参考２－５－４）。

平成１８年度における発電電力量は約９７３億 kWh／年であり（参考２－５－５），全発電電力

量の８．４％を占めている（図２－５－１）。平成１９年３月末において，全国に１，７４２ヶ所（１，０００

kW未満の自家用発電所を除く一般水力）の水力発電所が設置され，最大出力は約４７百万 kW

である。これは全発電設備の最大出力の合計値の約１７％である。
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（注）１．電気事業連合統計委員会編「電気事業便覧平成19年版」による。
　　　２．火力等には，地熱，太陽電池，燃料電池及び風力を含む。
　　　３．発電電力量は，2006年度の値，発電設備は2007年３月末現在の値である。ただし，自家用については，1965年度
　　　　　から平成７年度は１発電所最大出力500kW以上，1996年度以降は１発電所最大出力1,000kW以上である。
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図２－５－１ 発電電力量の推移

供給区域名 供給形態 利用熱源 供給開始年月
箱崎 温水，冷水，給湯 河川水 １９８９年４月
幕張新都心ハイテク・ビジネス 蒸気，温水，冷水 下水処理水 １９９０年４月
シーサイドももち 温水，冷水 海水 １９９３年４月
千葉問屋町 温水，蒸気，冷水 中水 １９９３年１０月
高崎市中央 温水，冷水 地下水 １９９３年１２月
大阪南港コスモスクエア 蒸気，温水，冷水 海水 １９９４年４月
後楽１丁目 温水，冷水 未処理下水 １９９４年７月
天満橋１丁目 温水，冷水，蒸気 河川水 １９９６年１月
富山駅北 温水，冷水，給湯 河川水 １９９６年７月
高松市番町 温水，冷水 地下水，中水 １９９７年２月
盛岡駅西口 温水，冷水 未処理下水 １９９７年１１月
下川端再開発 温水，蒸気，冷水 中水 １９９９年１月
サンポート高松 温水，冷水 海水 ２００１年４月
中部国際空港島 温水，冷水，蒸気 海水 ２００４年１０月
中之島三丁目 温水，冷水 河川水 ２００４年１２月

表２－５－１ 水熱源を利用した地域熱供給事業

（注）資源エネルギー庁調べ（２００８年４月現在）

（４）その他

水の質的利用として熱エネルギーが利用されている。従来から，温泉水は観光や保養以外に

も，施設園芸や住宅の暖房などの熱源として利用されてきた。また，年間を通して比較的水温

が安定している地下水は，冷却・冷房用水，積雪地域における消雪用水として利用されてい

る。さらに，工場等からの温排水が養魚用水として利用されている。
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河川水，下水・下水処理水等からの熱エネルギーの利用も進んでいる。河川水，下水等は，

夏は大気よりも冷たく冬は大気よりも暖かいという特性を持ち，大量に存在している。近年，

ヒートポンプによる低温熱源の利用技術の向上に伴い，その温度差エネルギーを効率良く利用

することが可能になり，省エネに資する効率の良い熱源として積極的に地域冷暖房等に活用さ

れている。例えば，下水処理場における場内熱利用の他，広域的に冷温水等を供給する地域熱

供給事業の導入が図られている（表２－５－１，参考２－５－６，７）。

都市部では，人工構造物による地表面の被覆や，冷暖房，交通機関，工場等の排熱などを原

因とするヒートアイランド現象が進行している。都市における水辺や水面は，潤いのある都市

景観を形成するとともに，ヒートアイランド現象を抑制する上でも効果がある。
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〈トピックス〉ミスト散布について

ドライ型のミストは，人工的に霧をつくり蒸発させ，水が液体から気体（水蒸気）に変わる際

に熱（気化熱）を奪い周囲の温度を下げる原理を活用したもので，愛・地球博で初めて実用化さ

れ，その名を世界に知らしめた。

ミスト散布については，熱中症対策やヒートアイランド対策等の効果が期待されるとして，各

自治体で実証実験・モデル事業等が実施されている他，民間施設等でも導入されている。中でも

東京都では平成１８年度補助事業を実施，神戸市では平成２０年AQUAルネッサンス神戸事業の中

で「出前ミスト」等の実施を予定している。

特に近年の気温上昇が著しい（ここ５０年間で全国平均気温約０．７℃に対し，大阪市約１．５℃の上

昇）大阪市においては，平成１７年３月に「大阪市ヒートアイランド対策推進計画」を策定し，屋

上・壁面緑化や下水処理水の道路散水，雨水・使用済み水の打ち水活動など水を活用した対策に

取り組んでいるが，その一環として大阪市水道局では平成１７年度から水道水のミスト散布の実証

実験・モデル事業を実施し，効果の検証等を行った。その結果等を踏まえ，平成２０年度から全国

で初めて，民間企業と連携してミスト散布の導入サポート制度を創設し，ミスト散布を事業化し

た。

これまでの大阪市水道局における取り組みで得られた成果としては，

・平成１７年度から大阪大学と共同で，配水管のネットワークと浄・配水場に着目し，ヒートア

イランド対策における水道システムの活用法について調査研究を開始した。

・平成１８年度（８月１９日～９月２１日），城東配水場にて公共空間を想定したミスト散布の実証

実験を大阪大学と共同で実施し，実用性・有効性を確認した。冷却効果が高い晴天日（８月

２５日）において，平均４．７℃，最大７．４℃気温が低下した※１）。

・平成１９年度（６月３日～９月２８日の約４ヶ月の間），世界陸上２００７大阪大会，JR西日本・ユ

ニバーサルシティ駅，心斎橋筋商店街などでミスト散布を行うモデル事業を実施した。併せ

て実施したアンケート調査では，多くの体験者がミスト散布により快適性が向上したと回答

し，今後ミスト散布が実施してほしい場所として，商業施設，鉄道駅・バス停，歩道，公園

など公共空間への設置を希望する声が多数寄せられた※２）。

・また平成１９年８月１０日～９月２７日の約２ヶ月の間，市営住宅の屋上，ベランダ，エアコン室

外機を対象とし，大阪大学と共同でミスト散布の実証実験を行い，

ⅰ）屋上散布；一例として８月１６日の高さ１２０㎝の室温は終日平均で１．２℃低下，エアコンの

消費電力量は終日平均で１０％低下
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大阪市におけるミスト散布に係る取り組み事例

市営住宅ベランダ

世界陸上散歩コース周辺

JRユニバーサルシティ駅

ⅱ）ベランダ散布；同日の高さ１２０㎝の室温は終日平均で１．９℃低下

ⅲ）エアコン室外機散布；実験期間中の平均消費電力削減率３５．７％

が確認された※３）。

大阪市の水道局では，昨年度までの結果を踏まえ平成２０年度には，

ａ）民間業者と連携して「大阪市水道局・ドライ型ミスト装置導入サポート制度」を創設し，

一般からの申し込みの受付を開始

ｂ）道路空間・小中学校・公営住宅・公開空地等におけるモデル事業の実施

ｃ）大阪大学・高等学校と連携した調査研究

を進めており，水資源を有効に利活用した都市環境貢献策の推進に努めることとしている。

※１）金田匡彦・鳴海大典・下田吉之・水野 稔（大阪大学）：都市街路空間内でのミスト噴霧による熱環境改

善効果に関する実証実験，空気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集，p２０４９～２０５２，２００７

※２）中川尚也・野々内幹夫・北野陽一郎（大阪市水道局）：大阪市水道局ヒートアイランド対策モデル事業に

ついて，日本水道協会関西地方支部研究発表会，p９６～９９，２００７

※３）繁松健太郎・鳴海大典・下田吉之（大阪大学）：住宅における蒸発冷却技術による冷房エネルギー消費削

減効果に関する研究，日本建築学会近畿支部研究報告集，２００８




